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0．はじめに

　ヒト受精卵（ヒト胚）に関わる倫理の問題を論じるにあたって、余剰胚の問題は避けて通
れない。前稿（1）ではヒト受精卵の倫理問題の出発点となったイギリスのワーノック報告に
立ち返った検討を行い、ヒト胚の倫理問題は既に存在している胚に対する扱いの問題ではな
く、むしろ胚を作成する行為そのものに焦点を当てて考えるべき問題であるという議論を
行った。こういった観点からすると、その作成の目的に結果として不確定性が入りこむこと
になる余剰胚というあり方が重要な問題となることは当然である。
　余剰胚（surplus embryo）とは、体外受精によって作成されながら、直ちには移植に用
いられずに、ガラス化法等の特定の技術を用いて凍結保存された胚であり、そもそもは凍結
胚（cryopreserved embryos）と呼ばれたものである。最初にヒト凍結受精卵を用いた妊娠
に成功したのは、1983 年オーストラリアのモナシュ大学の Trounson らであった。1978 年
に最初の体外受精児がイギリスで誕生してからわずか 5 年後のことである。それ以降、受精
卵の凍結技術は、体外受精・胚移植において欠くことのできないものとなっている。精子の
凍結はそれ以前から行われており、また卵子の凍結も受精卵凍結に遅れながらも行われるよ
うになっていくが、個としての生命の開始とも言いうる受精の瞬間を経た後で「時間を止め
る」凍結技術は、配偶子のそれとは違う意味を持つものと理解されよう。したがって、特に
受精卵の凍結が倫理的検討の対象となりうると言うことができるであろう。
　ヒト受精卵凍結は、その後すぐに日本でも行われるようになる。日本における体外受精の
歴史は、周知のとおり 1983 年の徳島大学、東北大学に端を発するが、それらと前後して最
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初の学会倫理規定＝会告「「体外受精・胚移植」に関する見解」が発表されている。そして、
これを決定した日本産科婦人科学会は、その 5 年後の 1988 年 4 月に、会告「ヒト胚および
卵子の凍結保存と移植に関する見解」を発表している。同学会は、日本の産婦人科医の補助
生殖技術の実施に関する様々な規定を作成するなど、専門家集団として生殖に関わる生命倫
理上の問題の議論において重要な役割を果たしてきた団体である。したがって、同学会の会
告の成立をもって、ヒト受精卵の凍結保存と移植目的でのその使用が日本で公式に認められ
たと考えて良いであろう。
　それでは、これまでの日本における 30 年のヒト受精卵凍結の歴史の中で、凍結受精卵は
どれほどの規模で作成されてきたのであろうか。まずその事実を確認することから始めたい
が、この推計は必ずしも容易でない。日本産科婦人科学会は、1988 年の会告において、凍
結の期限について、当該夫婦の婚姻が継続している期間で、女性の生殖年齢を超えないとし
た。また、承諾書の取得、凍結受精卵の保存・管理の適切な実施を義務づけた。その後の会
告の改訂によって、受精卵の帰属の明確化、施設の登録などの変更が行われて現在に至って
いる。しかし、個々の記録はとられていても、記録の保存や集計は義務ではない。また保存
期間の制限がないことから、総残存数のカウントが非常に難しくなる。
　同学会は毎年、倫理委員会登録・調査小委員会報告「体外受精・胚移植等の臨床実施成績
及び登録施設名」を公表している。さらに、この公表データの他にも、様々なデータを、登
録されている施設に対する調査によって収集しており、アンケートフォーム上は、採卵数、
受精卵数の他、凍結受精卵を利用した場合の融解胚数が調査項目に入っている。そのため、
実際に胚移植のために使用された場合については、その数を学会として捕捉していることに
なっている。他方で、胚移植されなかったものも含めて、凍結された受精卵がどのくらい
あったか、また保存されて残っている受精卵が現状でどのくらいの量になるのかという数字
は、少なくともこの実施成績の集計においては、収集されていない。
　同学会の別の委員会である生殖・内分泌委員会は、生殖医学登録報告を 2003 年度分の調
査まで 16 回にわたって発表しており、2002 年 12 月 31 日現在での凍結受精卵数として
24072 という数字を挙げている（2）。しかし、この数字はボランタリーベースで行われた回答
率半分程度の質問紙調査によるものであって、全数調査からはかけ離れていると考えるべき
であろう。治療成績等の情報公開には積極的な JISART（日本生殖補助医療標準化機関）も、
凍結受精卵に関するデータを、少なくともウェブ上には公開していない。また多くのクリ
ニックも同様である。したがって、凍結受精卵の全容は把握できているとは言えない。
　全体として凍結受精卵がどれくらい保存されているかという数字は、あまり意味のないも
のと考えられているのだろうか。凍結受精卵は個人的なものであり、それについて語ること
はプライベートを語ることになるのだろうか。治療を受ける側からすると当然そうであろう
し、また技術を提供する側もそういった個人の都合を尊重しているように思われる。しか
し、ある科学技術が社会的な広がりを見せるということは、様々な影響を与えるということ
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でもある。そういった社会的な影響という観点から考えられたとき、多数の受精卵が凍結さ
れた状態にあり、また廃棄される、あるいは妊娠とは異なる目的のために使用されるという
ことは、周知され、議論されて良いことがらであるとも考えられる（3）。ヒト受精卵の凍結が
行われるようになると、凍結受精卵が冷凍保存庫に蓄積されていくことになる。それらは、
個々のカップルにとってはかけがえのない生命ではあるが、後に見るとおり、補助生殖技術
の進行を全体として見たときには、新たな研究やその他の目的のためのリソースが生まれる
ことになっている。それは多くの人が関わり、多くの人に影響を与える営為でもある。
　多くの国では、凍結の最長期限が決められている。これは凍結受精卵数の増加に関する最
も基本的な制限であると考えられる。たとえば、デンマークでは 2 年（4）、ベルギーでは
5 年（5）、イギリスでは 10 年（6）というのがその期限である。上述のとおり、日本では具体的
数字は挙げられず、またアメリカやカナダも法的な期限は決まっていない（7）。実際には他方
で「所有者」と連絡が取れなくなった場合の「廃棄」ルールや凍結延長の手続きなど様々な
細かい規則が必要になる。翻って日本においてはこういったことはあまり広く議論されてこ
なかった。
　実態としてヒト受精卵の凍結は広く行われており、また以下で見るとおり凍結受精卵の使
用目的も拡大してきた。本稿では、主として日本において凍結受精卵がどのようなものとし
て扱われてきたかという経緯を、凍結受精卵の倫理に関する専門家の言説から追っていく。
その結果として、相反する二面的な理解が凍結受精卵の多様な扱いを支えていることを見
る。また、そういった議論を通じて、補助生殖技術に伴う倫理的議論に何が欠けているのか
を示唆することを試みる。
　これまで、ヒト受精卵は、何度も繰り返し倫理問題の対象となってきた。体外受精それ自
体について、研究のための利用について、ES 細胞作成について、受精卵の提供についてと
いった問題である。そういった中で、日本では「生命の萌芽」といった受精卵の位置づけが
行われるようになり、また生命の手段化、子の福祉、優生思想といった問題や、子を持つと
いう幸福の追求の権利といった論点が重要なものとされてきた。他方で、そういった一連の
倫理問題を通じて、（初期の一部を除き）その大半の期間対象となってきた凍結受精卵その
ものあるいは受精卵凍結に対する考察は十分には行われてないと考える。本稿はまさにそこ
を議論の中心とするが、凍結受精卵に関する認識や考え方に的を絞って論じていくため、倫
理的問題そのものを直接対象とするものではないことをあらかじめ表明しておく。

1．受精卵凍結技術の確立

　日本におけるヒトの受精卵凍結研究の基礎となったのは、家畜における研究であり、次い
でマウスにおける研究であった。1979 年に杉江らがウシの凍結受精卵を用いた出産に成功
する（8）と、その後も獣医学研究者によりウシ受精卵凍結法の研究が行われた。そして、医
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学研究者によるマウスを用いての研究が行われた上で（9）、上述のとおり 1988 年からヒトに
おいて受精卵の凍結を行うことを日本産科婦人科学会が会告で認める。以下、この会告「ヒ
ト胚および卵の凍結保存と移植に関する見解」の前提となる胚の見方を検討することによっ
て、凍結が認められたその時点において、余剰胚がどのようなものであるとされていたのか
という点を探ることにしたい。
　まず、凍結受精卵を用いた胚移植を正当化する論理を見る。一般に新鮮胚での体外受精の
みの実施に比べたそのメリットは、採卵の回数を少なくして女性の負担を軽減し、一回の採
卵で複数サイクルの胚移植が可能になることの他、移植時期の適切な選択が可能になるこ
と、多胎妊娠の回避等であるとされる。会告とともに発表された解説では、まず「最近では
多胎妊娠を避けるために一回の胚移植に使用する胚の数を制限する傾向」があることに触
れ、「移植に使用されない胚の取り扱いが問題となってきた」という現状が述べられている。
そして、受精卵凍結という手法を採用することで、「妊娠率の向上が期待できるだけでなく、
被実施者の負担の軽減も期待できる」（10）とされている。
　多胎妊娠に伴う減数手術が倫理問題として注目され、初めて活発に議論されるようになる
のは、これよりも後のことである。諏訪マタニティークリニックの根津医師が多胎妊娠時の
減数手術の実施を公言したのが 1993 年であり、それに対応した会告を日本産科婦人科学会
が発表するのは 1996 年のことである。他方で、1980 年代の体外受精実施の初期においては、
一度に戻す胚の数に制限はなかったので、複数個の胚を戻すことが常態化していた。体外受
精の成功率は決して高いとは言えないため、やむを得ないものとされていた。したがって、
こういった状況下において、凍結受精卵を胚移植に用いる可能性が開けることには大きな意
味があった。凍結保存による細胞の毀損、それに伴う遺伝子レベルでの損傷の可能性などの
問題点は指摘されていたが、それに見合う十分な利点があるとされた。
　一般に体外受精において、受精したすべての胚が移植されるとは限らない。培養の結果を
見て胚を選択することが行われてきた。そのため、廃棄される胚が出てくることになる。そ
のこと自体が問題になりえないわけではない（11）。しかし、日本では大きな問題であるとは
されてこなかった。学会の会告とその解説において受精卵の凍結について論じるにあたって
も、廃棄に関する倫理的な問題があることについては、明言されていない。問題があること
が認識されていないわけではないと考えられるが、あえて問題視するということはしない態
度がとられている。
　そのため、胚に対して、母胎に戻す以外の利用の可能性についても、触れられないのが一
般的である。会告においても、「凍結融解後の胚および卵は、卵を採取した母胎に移植す
る」（12）とある。また「余剰胚」という言葉も用いられていない。これらは、卵子を採取し
た女性と別の女性に胚移植をすべきではないという意味に解釈することができる。胚移植に
関する限定になっており、あえて他の利用法の禁止、制限が述べられているわけではない。
会告ができたときには、夫婦間の生殖目的以外の利用法は名目上は想定されていなかったと



余剰胚とは何か 5

言えるであろう（13）。
　なお、「余剰胚」という表現が使用されるようになるのは、日本産科婦人科学会誌上では
1989 年からである。例えば「IVF-ET を効率よく行うには余剰卵や余剰胚をどのように利
用するかが極めて重要である」（14）と言われる。また同時期に「余剰胚の有効利用」（15）と
いった表現も見られるようになっていく。ただし、このとき有効性とされているものは、あ
くまでも不妊治療という目的に沿った意味での有効利用であり、体外受精・胚移植以外の意
味が考えられているわけではない。
　欧米では、遺伝的な親同士が離別した場合やその一方が死亡した場合が問題になってき
た（16）。しかし、日本産科婦人科学会の会告おいては、「夫婦」のみを適応とすることが既に
決められている。またカップルの一方の死後にどのようになるのかという問題も明言されて
いない。
　以上凍結受精胚に関する会告を中心に見たとおり、凍結技術は体外受精の成功率を上げ
る、つまり妊娠率を高めるための有用な方法として、家畜学の見地とマウスによる動物実験
を踏まえて開始した。そして、その結果として「余剰胚」という表現が用いられるように
なっていく。ただし、このとき余剰胚は、あくまでも可能的存在としての「当該カップルの
子」として存在したものであり、また凍結胚の作成という医療行為は、不妊治療を受ける
カップル（被治療者とも言えるが、以下クライアントと呼ぶ。不妊治療がいったい本当に治
療と呼べるのかという問題があるからである。他方で不妊治療という言葉は習慣的に以下で
も用いる。）の要望に基づいて、その期待に応えようとする治療者（次節で見るとおり研究
者でもありうる）によって行われるものと認識されていた。余剰胚は、そういったクライア
ント・医療／研究者の空間から外に出ないものとして理解されていたと言えるであろう。

2．研究試料としての受精卵

　1983 年に体外受精・胚移植が行われるようになり、その手法の改善や基礎的な研究が求
められる中で、ヒトの受精卵の研究目的での利用の可能性が、当然のことながら問題とされ
るようになっていた。また、そもそもルール化されていなかったが実際には行われてきた、
精子や卵を取り扱う研究についても明確な規定が必要であるとされたのは当然であろう。こ
ういった理由から、日本産科婦人科学会は 1985 年、「会告　ヒト精子・卵子・受精卵を取り
扱う研究に関する見解」（17）を発表することになった。この場合の受精卵は、凍結されてい
るかいないかを問題にしていない（先に述べたとおり、既に海外では凍結受精胚が用いられ
ていた）。ただし、凍結融解した受精卵でなければ、実験に利用するとしてもその自由度が
小さくなってしまう。したがって、この会告のうち受精卵の部分が実際に大きな力を発揮す
るようになるのは受精卵凍結が行われるようになってからであるが、受精卵凍結が可能にな
るときには、既に研究のための利用という可能性が用意されていたと言うことができる。
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　あえて明言されることはないが、凍結受精卵を作成するようになるということは、凍結受
精卵を用いた新たな研究への道を拓くということであり、研究の可能性を高めることであ
る。研究者にとって、新しい研究対象ができることは新しい研究の可能性が生まれることに
つながるのは当たり前であると言えるだろう。凍結胚が蓄積していくことは、結果的には、
実験に使用できるかも知れない試料が登場し、増えていることでもある。
　また、それはクライアント側からしても望ましいことであると見ることもできる。治療と
研究は継続しており、研究するのは治療のためであり、治療が研究に結びつくからである。
　他方で、不妊治療において、妊娠可能性の向上のために凍結という方法を選んだクライア
ントの側は、自らの選択が研究の可能性を増やす行為であるということについての自覚が常
にあるわけではないであろう。治療と研究は互いに密接な関係にありながらも、それぞれ
別々のものであると、分かたれて解釈されている。クライアントからは、治療は治療としか
見えず、研究の可能性は、何らかの形でそういった提案が研究者からあった場合において初
めて問題となるものなのである。
　そういった中で会告は、次のように研究の目的を限定することになった。「生殖医学発展
のための基礎的研究ならびに不妊症の治療診断の進歩に貢献する目的のための研究」であ
る。実際に行われていた研究のうち繰り返される特徴的なものとしては、ヒト受精卵の凍結
法それ自体に関する研究がある。1980 年代には一般的であった緩慢凍結法に代わってガラ
ス化法が主流になっていく。またガラス化法のプロトコルが改善されて急速にガラス化を行
うことにより、融解後の生存率の向上が見られるようになっている（18）。こういった研究に
おいては、当然ヒト受精卵が使用される場合がある。これらの実際に行われた研究は、会告
に沿ったものであるとされていたことになる。
　ここにおいて、余剰胚と呼ばれるようになった凍結受精卵は、もともと用意されていた役
割ではあったのだが、研究への使用という別の役割もまた担うことになった。しかし、この
研究は本来の目的である不妊治療と一体不可分のものであり、そういう意味では、あくまで
も不妊への対処の一環としてヒト受精卵研究があったと言うことができるであろう。

3．ES細胞樹立のための受精卵

　その後、この状況には大きな転機が訪れる。研究利用の新しい目的が提案されたのであ
る。それはヒト ES 細胞（胚性幹細胞）の樹立のための使用であった。
　これまでの流れの中で見ればわかるとおり、ES 細胞樹立の可能性が生じた際において初
めて明らかになった倫理問題は、胚が壊されるということではない（19）。そういった胚の廃棄
は、既に体外受精の実施に際して、また生殖医学の研究のために生じており、さらに凍結胚
が作成されるとさらに頻繁に行われてきたからである。とりわけ、研究目的で利用された場
合には、胚は常に廃棄されることになってきた。しかし、ES 細胞の作成のために胚を利用
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することになれば、その胚の廃棄が、不妊治療目的の研究のために行われるのではなく、別
の目的のために行われるということになる。この点こそが、それまでの事態との大きな違い
であり、本来は大きな問題になるはずであった点であると言えよう。以下では、ES 細胞樹
立という目的が新たに加わることによって、余剰胚の位置づけがどのように変化していった
のかを見ることになる。
　哺乳動物における ES 細胞作成の可能性自体は、1981 年に既にマウスで明らかにされてい
た。また、1998 年に Thomson らが、ヒト ES 細胞を樹立したことを発表した（20）。
　これに対して、この ES 細胞の樹立のためには、胚盤胞期のヒト受精卵が必要であり、ま
たその受精卵を破壊することによって初めて ES 細胞を樹立することができるという倫理的
な問題があることが指摘されることになる。こういった問題点の指摘の影響力は大きく、キ
リスト教原理主義者の支持を得ている米国共和党ブッシュ大統領が、人工妊娠中絶への反対
と同じように、ES 細胞研究に対しても基本的には行うべきではないと主張するようになっ
た。そして、新たに樹立された ES 細胞株を利用した研究には公費を支給しないという命令
を出すまでに至った（21）。
　このような強力な倫理問題の指摘に対応して、日本でも議論が生じて、科学技術庁（当
時）の科学技術会議生命倫理委員会ヒト胚研究小委員会が 2000 年 3 月 6 日に報告書「ヒト
胚性幹細胞を中心としたヒト胚研究について」（22）を発表する。その中で、基本的な考え方
として「ES 細胞の樹立は、人の生命の萌芽としてのヒト胚を用いるという点から慎重に行
われなくてはならない。」（同 10 頁）としつつも、全面的に禁止するのではなく「ヒト ES
細胞の樹立に用いるヒト胚は、不妊治療に際して生じ、やむを得ず廃棄されるいわゆる余剰
胚に限定されるべきである。当初からヒト ES 細胞を樹立するための目的をもって、精子と
卵子を受精させてヒト胚を作成することは、新たに生命の萌芽を作成し滅失するという行為
を行うものであり、認めるべきではない。」（同）と余剰胚に着目することによって研究の道
筋をつけた。ES 細胞研究に期待する側から見れば、余剰胚は「救世主」となったのであ
る。ヒト胚の廃棄は、ここでは「滅失」と呼ばれている。
　この報告書を受けて、2001 年には「ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針」（平成 13
年文部科学省告示第 155 号）が成立する。ここでは次のようにヒト受精卵の利用の条件が述
べられている（23）。

第六条	 ヒト ES 細胞の樹立の用に供されるヒト胚は、次に掲げる要件に適合するものと
する。

一	 生殖補助医療に用いる目的で作成されたヒト受精胚であって、当該目的に用い
る予定がないもののうち、提供する者による当該ヒト受精胚を滅失させること
についての意思が確認されているものであること。

二	 ヒト ES 細胞の樹立の用に供されることについて、適切なインフォームド・コン
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セントを受けたものであること。
三	 凍結保存されているものであること。
四	 受精後十四日以内のものであること。ただし、凍結保存されている期間は、当

該期間に算入しない。

　以上のような審議と決定のプロセスを通じて、ヒト ES 細胞作成のための受精卵利用につ
いての倫理的な問題が一旦決着することになった。
　このようなヒト胚問題の議論は、補助生殖技術という領域を中心としてではあったもの
の、受精卵の凍結保存、受精卵の実験利用が既に認められていた状況を鑑みると、今さらと
言える問題点が論じられていると言えなくもない。
　胚の廃棄ということに限って言えば、アメリカを初めとして日本やその他の多数の体外受
精を実施している国において、それまでも凍結受精卵が多数作られ、またそれらの多くが廃
棄されてきたはずである。したがって、ここであらためて胚の廃棄そのものが問題として取
り上げられることは奇妙に感じられる部分もある。他方で、胚の尊厳とは何か、胚の地位と
はどのようなものかといった議論がそれまで日本で十分に行われてこなかったことは確かで
あり、そういう意味でヒト ES 細胞樹立のための受精卵利用には、潜在的な問題を表に出し
たという意味があったと言うことができるかも知れない。
　あるいは ES 細胞樹立において問題となるのは単なる受精卵の廃棄ではなく、ヒト受精卵
を生殖以外の目的のために利用する手段化であるとする見方も可能であるように見えるかも
知れない。しかし、ES 細胞樹立は受精卵を用いた研究の一種であり、そういったヒト受精
卵を用いた研究一般についても、もちろん全面的に禁止されてきたわけではなかったことは
既に見たとおりである。そうすると、ES 細胞樹立のためにヒト受精卵を用いることの問題
点のうち新しいところは、生殖医学研究などとはまったく別の目的の研究のための利用であ
るという点に限られることになる。
　他方で、余剰胚がいずれ廃棄されるものであるという点を十分に踏まえた上での議論も、
もちろん存在していた、ES 細胞樹立のための余剰胚の利用に賛成しており、上述の委員会
の委員も務めていた法学者星野は、「凍結保存受精卵を廃棄するのは受精卵を殺すことだと
いう認識すら薄らいでいるのは、人命軽視と言うべきなのであろうか。しかし、細胞の命を
人命とは言わない。」と述べたすぐ後で、「廃棄され殺される運命にある凍結受精卵を救命
し、社会に貢献する道を開くことは、極めて倫理的な行為といえると思われる。」（24）と述べ
ている。細胞が人命でなければ救命にはならないし、また ES 細胞樹立の目的のために融解
される細胞の死亡時刻はむしろ早められていることを考えると、この融解を伴う行為を延命
とは呼べないのではあるが、いずれ廃棄される細胞を利用することが決して悪いことではな
く、別の目的のために正当化されるべきことだと述べていることはわかる。他方で、いずれ
死ぬ命だからといって何をしても良いのかという反論が出てくるのは当然である。しかし、
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既に行われてきた実験における通常の胚の廃棄と比較することによって問題を論じようとす
るこのような議論は、あまり一般的ではなかった。
　こういった議論を受けて、受精卵の凍結と受精卵の研究目的での利用を既に認めてきた日
本産科婦人科学会は、2002 年 2 月に、これまでの指針「ヒト精子・卵子・受精卵を取り扱
う研究に関する見解」のうち、「研究の許容範囲」の項目に「なお，受精卵はヒト胚性幹細
胞（ES 細胞）の樹立のためにも提供できる．」という 1 行を付け加えるのみの改正を行っ
た（25）。
　本節では、本来「当該カップルの子」としての可能的存在であった余剰胚が実験試料とし
ての意味を見出された後、さらにその実験の内容として新たな領域が加わっていく過程を見
た。研究への利用が認められた当初は、生殖医学における研究という、胚の作成の本来の意
図に即した形での目的だけが想定されたが、ES 細胞樹立という可能性が出てくると、再生
医療や医薬品開発などまったく異なった目的のための利用が想定されるようになっていく。
胚の利用可能性を拡大するための環境が整備されていくと、凍結されているヒト受精卵とい
う存在それ事態のあり方は変わらないにもかかわらず、その意味が変質していくことになっ
たのである。余剰胚は、単なる個人的な存在ではなく、また生殖技術の実験に限界づけられ
て使用されるものでもなく、さらに幅広く利用が可能な資源としての意味を持つようになっ
た。あくまでも「余剰」であって、生殖という目的を捨て去ることによって研究試料になり
うるのが、「余剰胚」なのである。

4．生殖目的での受精卵提供

　前節で述べた受精卵研究利用の問題と並行して問題となっていたのは、妊娠を望む他の
カップルへの提供（ドネーション）である。この問題を取り上げ、余剰胚の捉え方が新たに
どのような局面を迎えるのかを検討したい。ここで検討の中心としたい言説は、この受精卵
使用目的の是非について最も真剣な話し合いが行われた審議会の議事録である。すぐに見る
とおり、余剰胚の生殖目的での提供は認められていない。したがって、そういった議論は不
妊治療の現場で起こっているのではなく、そういった状況を想定しルール作りをしようとす
る会議室で起こっているのである。それゆえ、議事録が分析対象となる。
　その前に、日本産科婦人科学会の会告等を確認しておく。会告「医学的適応による未受精
卵子、胚（受精卵）および卵巣組織の凍結・保存に関する見解」（2016 年 6 月）においては、
次のように述べられている（26）。

16．凍結保存された未受精卵子、胚の売買は認めない。
17．凍結保存された未受精卵子、胚の譲渡は認めない。ただし、18 項に規定された場合

を除く。
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18．凍結保存後、被実施者（胚の場合は被実施者夫婦双方）から廃棄の意思が表明された
凍結卵子または胚を生殖医学の発展に資する研究に利用する場合は、本会会告「ヒ
ト精子・卵子・受精卵を取り扱う研究に関する見解」および関連する法律や国 ･ 省
庁ガイドラインに沿い、必要な手続きを改めて施行しなければならない。

　このように卵子および胚について、生殖目的での提供は認めないという規則を持ってい
る。（精子については認めている。）例外的に認められる譲渡として研究目的での利用が挙げ
られているが、その内容についてはすでに見たとおりである。本人らが不妊治療に用いる場
合以外は譲渡と呼ばれ、その譲渡の中で正当な目的は（別のガイドラインに記された範囲内
での）研究のみとされ、それ以外の譲渡は許されないというのが、この会告の構造であり、
ここでは譲渡という概念が、研究用途と第三者の生殖目的での利用の両者を包み込んだ一般
的なものとして登場しているのを見ることができる。
　また研究は、研究利用のための提供として独立に存在しているわけではなく、廃棄の一つ
の形として存在するようになっていることについても、注目すべきかもしれない。「夫婦」
自身の決定に基づいて凍結胚への処置は決めることができる。凍結を続けないのであれば、
移植か廃棄のいずれかである。そして、廃棄のうちに研究利用も含まれているという形式に
なっている。
　他方で、JISART は、「精子・卵子の提供による非配偶者間体外受精に関する JISART ガ
イドライン」を通じて基準を公表している。日本産科婦人科学会とは異なり生殖目的での卵
子提供は認めている点に特徴がある。他方で、胚については「非配偶者間において提供され
た胚の移植及び代理懐胎については，本ガイドラインの適用対象ではない」（27）としており、
やはり同様に提供を認めていない。
　以上のように現在のルールでは受精卵の提供は認められていない。またしたがって凍結胚
の提供は現実的な選択肢となっていない。しかしながら、そういった可能性を念頭に置いた
議論は行われる。
　というのも、胚の提供もまた、精子や卵子と同様に、不妊治療という目的に従う場合であ
れば、その可能性が考えられるべきであるとする見方もあるからである。それを明確に主張
しているのが、厚生労働省厚生科学審議会（生殖補助医療部会）の報告書「精子・卵子・胚
の提供等による生殖補助医療制度の整備に関する報告書」（2003 年 4 月 28 日提出）である。
この審議会は、省庁再編前に出された厚生省の報告書「精子・卵子・胚の提供等による生殖
補助医療制度のあり方についての報告書」（2000 年 12 月 28 日提出）を受けて、提供の具体
的な手続きを議論するために開かれたものであり、そこでは受精卵提供について細かい議論
が行われることになった（28）。
　既に述べたとおり、学会は胚提供を認めてこなかった。それに対して、2000 年の報告書
は条件付きでそれを認めることを答申し、実際にどのような条件であれば認めて良いかとい
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うことが議論になったわけである。こういった提供可能性が問題にされるようになると、余
剰胚の見方はどのように変わって行くであろうか。審議会の議事録は、そういった新たな見
方の可能性を追求する議論が行われている場であるため、それを次に見ていくことにする。
　まず、卵子の代替としての余剰胚という見方が存在する点が興味深い。受精卵の凍結に比
べると、卵子の凍結は技術的な困難がある（と 2000 年頃には理解されていた）。そのため卵
子提供であれば妊娠可能なカップルにおいても、胚提供を受ける可能性の方が高いので、卵
子提供の代替として胚提供を認めることも可能なのではないかという議論が行われている（29）。
　次に、余剰胚の概念に揺らぎが生じる。「夫婦間で生殖補助医療を受けて、それで余った
というか、既に妊娠して、それでもう要らないよというのを余剰胚というんですよね」（30）

といったように定義の確認が行われなければならない状況が生じてくる。例えば、委員会が
配偶子提供の可能性を論じ始めると、余剰胚という表現に別の意味が出てくる可能性がある
からである。たとえば、配偶子提供によって作成された凍結受精卵の一部が、提供を受けた
カップルが妊娠に成功するなどして、再度提供の可能性を持って余剰胚となる可能性、両配
偶子の提供によって作成された凍結胚がさらに余剰胚となる可能性などが指摘されている。
また、日本産科婦人科学会が詳細に規則化してこなかったことが、ここで改めて問題とさ
れ、離婚、死亡時の胚の扱い、提供時のマッチング、それらについてのインフォームド・コ
ンセントの方法など、多様な余剰胚にかかわる問題点の指摘が行われて議論された。
　さらに、余剰胚が提供されて、別のカップルの不妊治療に利用されることが「余剰胚を生
かす」という捉え方をなされている点も興味深い（31）。余剰胚が廃棄されること自体の問題
点が指摘されてこなかったことを先に述べたが、そういった問題点が潜在的には存在してい
ることがわかる部分であると言えるだろう。また、この議事録を通して読むと「余剰胚」と
いう言葉が良くないという指摘や、発言者が仕方なくそのように呼称することについて言い
訳をする場面が何度かある。研究のための利用においてはむしろ適切であると考えられてい
たこの余剰胚という表現（研究に利用することの罪悪感を浄化してくれる表現なのであろう
か？）が、生殖のための提供という目的になったときには違和感を生じさせており、ここに
も余剰胚のもう一つの見方を読み取ることができる。余剰胚という呼称が、研究利用を目的
とした場合にのみ適切なものであったことが明確になる。
　このように余剰胚の提供を認めることになると、様々な新しい問題を次々に生み出してい
くことが明確になる。日本産科婦人科学会は、そのようなことが生じないように、歯止めを
かけて、極めて限定的なものとして余剰胚の利用を進めてきたが、議論が開かれ、提供が現
実的な考え方になってくると、様々な可能性が論じられ、それまでは見えていなかったこと
がらが次々に明らかになってくる。
　結局委員会がまとめた 2003 年の報告書は、元の意味での余剰胚に限って、胚の提供を認
めることになった（32）。しかし、この報告書をもとにした法律はいまだに日の目を見ておら
ず、余剰胚の生殖目的での提供も、まだ少なくとも合法的には行われていない。
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　本節では、生殖目的での胚の提供が長い間学会によって禁じられてきたにもかかわらず、
現実的なアイデアとして考えられるようになってきたことを見た。そして、それによって余
剰胚の見方に新たな展開が生じ、様々な問題が噴出してくると予想されるようになったこと
を取り上げた。また、（実験目的ではなく）生殖目的での提供が意識されるようになると、
余剰胚の人間としての尊厳の見直しとも言える現象が生じることを示した。

5．余剰胚とは何か

　ここまで、余剰胚を巡る解釈を時系列的に見ることによって、余剰胚の意味の変化を追っ
てきた（33）。以下にまとめる。
　最初はあくまでも不妊治療の目的のために存在しているものとされ、余剰胚は私的な存在
に過ぎなかった。それに対して、研究利用の目的が加わってくると、研究のための試料＝資
源としての役割を持つようになる。それは研究者の世界に対して開かれることであり、私的
な存在を超える新たな意味を持つようになることであった。ただし、そうはいってもあくま
でも不妊治療の研究に用いるということであれば、その供出目的はカップルにとって自らの
利害や関心とも重なる目的なのであって、自分たちの目的にも寄り添った利用がなされるそ
ういった研究利用は、まだ不妊治療の一環と言えなくはない。ただし個が利用するサービス
としての不妊治療ではなく、組織的に行われる研究とともに進んでいく治療の一環という意
味での不妊治療に過ぎない。
　他方で、こういった不妊治療を目的とする余剰胚のあり方に大きな変化をもたらしたの
は、ES 細胞樹立のための余剰胚の利用という新たな方向性であった。ここに至ると、余剰
胚は研究のための資源という意味を大きくする。広い意味ではそういった研究もまた治療に
結びつくものであるという点で、不妊治療の研究のために使用するという場合と違いがない
ようにも見える。しかしながら、余剰胚が作成された経緯を考えると、あくまでも不妊治療
という目的があったのであり、その外にある目的のために胚を利用するということは、当初
の余剰胚に託された目的からすると考えにくいことであろう。
　他方で、生殖目的の提供という使用法の場合は、不妊治療そのものに利用するという目的
が存在していることになるため、研究利用の場合とは意味が大きく異なってくる。ここでは
余剰胚の提供先（レシピエント）として、研究者や研究者集団ではなく、別の不妊治療を受
ける人々という存在が新たに登場してくる。余剰胚は、個人的なものであったものから、研
究者たちに開かれ、さらに第三者の同じ悩みを持つレシピエントにも開かれていくことにな
るのである。レシピエントとなる人は、提供者と同じ目的をもった人たちであり、その意味
で共感できる対象としての存在であることは間違いないであろう。ここで余剰胚は人間と資
源という二面性を持たされることになる。そしてそれらは、一つは生殖の場面、もう一つは
研究の場面と使い分けられるのである。
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　最後にこういった経緯が示唆することをいくつか指摘する。
　まず、余剰胚が資源としての利用法を増大させているという点に注目することができる。
ヒト受精卵は、研究のために利用する、限られた資源であることは言を俟たない。DNA や
細胞、また実験動物といった、無制限に量産することができるようなバイオリソースとは異
なっている。そういった中で、どのような目的に利用することがより正しいのかという議論
が生じるであろう。そういった稀少資源としての問題の発生が、こういった資源としての利
用の帰結として生じてくる。
　ただし、これが稀少資源でありうるのは、他に同じ役割を果たす存在が入手しにくいから
であるということを考えると、別途発展する科学技術のあり方によっては、さらに意味を変
化させていくということがありうる。
　例えば、卵子凍結技術の発展が影響を与えるということが考えられるであろう。既に厚生
労働省の報告書に関わる議論の分析の中で見たとおり、受精卵提供は卵子提供の代替と見な
された。しかし、それはあくまでも卵子凍結技術が不完全である中で出てくる利用法なので
あり、その後の卵子凍結技術の発展が、こういった意味づけを希薄なものに変えている。
　また、その後提供配偶子を用いて受精卵を作成することに道が開けたということも、重要
なポイントとして確認しておくことが必要である。総合科学技術会議は、「ヒト受精胚の研
究目的での作成・利用は、ヒト受精胚を損なう取扱いを前提としており、認められないが、
基本原則における例外の条件を満たす場合も考えられ、この場合には容認し得る。」（34）とい
う例外的なヒト受精卵作成を認めた。この新たな方法の開拓は、凍結胚のみで見れば資源と
しての役割を減ずるものである。そういう意味で、余剰胚は、研究利用という目的に対して
オルタナティブが見出された。ただし、当然のことながら凍結配偶子という観点で見れば、
新たな資源化の道筋が開けていくことになる。しかも、受精の段階から研究者自身によるコ
ントロールが可能になるという意味で、配偶子利用の方が研究の自由度が向上するものであ
り、資源の利用価値と、それにしたがって資源の利用可能性もまた高まっていくことになる
であろう。そのように考えると、余剰胚に生じたできごとは、ヒト細胞の資源化という大き
な流れの一幕に過ぎないということになる。新たな胚の作成が限定的ながらも認められたこ
と、卵子凍結の可能性が出てきたことによって、凍結胚の資源としての重要性は多少小さく
なってくるかも知れない。しかし、それは資源化への歯止めではなく、むしろさらなる資源
化の結果に過ぎない（35）。
　他方で、提供者の側から見ると、このような事態はどのように見えるのだろうか。本来提
供者の側にあったはずの余剰胚が、少しずつ自分たちの手の内から遠ざかっていくという経
過を見ることになるのではないだろうか。自らに由来するはずのものが自分から離れてい
く、別の目的を担った存在になっていくことについて、「疎外」という呼び方をしても良い
かも知れない。私たちの身体はもはや私たち自身のものであるだけではなく、一部がそこか
ら切り離されて、そういった身体の由来ゆえに利用しうる重要な試料として、生命科学技術
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が発展していく社会の中で、新たな意味づけをされるようになっていく。私たち自身の身体
が、生命科学技術を支え、そういった技術によって私たちもまた支えられている。私たちの
身体は、その循環の中を生きている存在になっているのではないだろうか。伝統的に行われ
てきた献体、献血といったものの延長線上において、こういった新たな細胞提供の形がどの
ように位置づけられるのかを検討することはまた別の課題であろうが、新たに生まれた受精
卵という細胞の提供が、社会的にもまだ不安定なものであることは間違いない。
　最後に、こういった余剰胚の問題が、それほど重要視されて来なかった経緯や理由に関す
る考察が必要であると考えられる。既に見たとおり、確かに受精卵を人格と捉える立場から
は、余剰胚の作成自体が問題とされ、そのような議論は存在した。ヒト胚の倫理問題は、常
に問題となってきたし、確かに余剰胚もまたその対象であったと言うことはできる。しか
し、それらは余剰胚そのものにとって重要な問題ではない。廃棄される以前に存在してし
まっており、その存在については問題視されてこなかったのが余剰胚であったからである。
ES 細胞の樹立という画期的な技術の推進を目論むことが、それまで光の当たらなかった余
剰胚にもスポットライトが当たるようにしてしまったに過ぎない。それまでも、またその後
も、倫理的に重要とされる問題から微妙に排除されてきたのが余剰胚であった。今でもそれ
は変わっていないのではないだろうか。

　本稿は文部科学省科学研究費補助金課題番号 18500762 および 21500980 の成果の一部であ
る。
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